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１　

条
例
制
定
に
至
る
経
過
に
つ
い
て

従
来
、
地
方
自
治
法
上
の
債
権
と
し
て
時
効
５
年

で
扱
っ
て
き
た
水
道
料
金
債
権
及
び
病
院
診
療
債
権

は
、
水
道
料
金
債
権
は
最
高
裁
決
定
（
平

15･

10･

10
）
に
よ
り
民
法
１
７
３
条
１
号
の
時
効
２

年
に
、
病
院
診
療
債
権
最
高
裁
判
決
（
平

17･

11･

21
）
に
お
い
て
は
民
法
１
７
０
条
１
号
の
３

年
と
さ
れ
、
判
例
の
流
れ
と
し
て
は
、
自
治
体
の
債

権
で
も
相
互
に
対
価
関
係
に
立
ち
、
双
務
契
約
的
な

債
権
は
、
民
法
を
適
用
す
べ
き
こ
と
と
さ
れ
て
い
ま

す
。両

債
権
は
、
時
効
が
経
過
し
て
も
債
務
者
か
ら
時

効
の
援
用
を
受
け
る
か
、
権
利
放
棄
し
な
け
れ
ば
不

納
欠
損
が
で
き
ず
、
債
権
管
理
の
あ
り
方
を
変
え
る

必
要
が
生
じ
ま
し
た
。

本
市
の
債
権
管
理
で
は
従
来
か
ら
各
課
で
取
り
組

ん
で
い
ま
し
た
が
、
ノ
ウ
ハ
ウ
の
共
有
、
連
携
が
不

十
分
な
面
も
あ
り
、取
組
方
法
に
も
温
度
差
が
あ
り
、

効
率
的
、
効
果
的
な
徴
収
を
行
う
よ
う
、
行
政
改
革

実
施
計
画
に
挙
げ
ら
れ
て
い
た
こ
と
も
あ
り
、
平
成

19
年
度
に
芦
屋
市
債
権
管
理
事
務
取
扱
指
針
を
定
め

ま
し
た
。

し
か
し
、
適
正
な
手
続
に
よ
り
徴
収
努
力
を
重
ね

て
も
、
徴
収
見
込
み
の
な
い
債
権
は
依
然
と
し
て
残

り
ま
す
。

ま
た
、
平
成
16
年
、
17
年
、
18
年
と
続
け
て
監
査

委
員
か
ら
水
道
料
金
の
徴
収
見
込
み
の
な
い
債
権
に

つ
い
て
、
権
利
放
棄
の
条
例
を
検
討
す
る
よ
う
に
、

同
様
に
市
議
会
決
算
委
員
会
に
お
い
て
も
見
込
み
の

な
い
債
権
を
処
理
す
る
よ
う
に
助
言
を
い
た
だ
き
ま

し
た
。
そ
こ
で
、
徴
収
可
能
な
債
権
額
を
適
正
に
把

握
し
、
徴
収
に
努
め
、
管
理
コ
ス
ト
の
観
点
か
ら
適

切
な
権
利
放
棄
を
行
う
よ
う
条
例
を
定
め
る
こ
と
に

し
た
も
の
で
す
。

未
収
金
の
圧
縮
に
努
め
る
こ
と
は
、
新
し
い
公
会

計
制
度
改
革
の
中
で
適
正
な
資
産
把
握
に
も
つ
な
が

り
ま
す
。

今
後
、
債
権
管
理
条
例
を
制
定
さ
れ
る
自
治
体
に

あ
っ
て
は
、
本
稿
が
少
し
で
も
参
考
に
な
れ
ば
幸
い

で
す
。

２　

芦
屋
市
債
権
管
理
に
関
す
る 

条
例
の
検
討

基
本
的
に
は
国
の
債
権
の
管
理
等
に
関
す
る
法

律
、
債
権
管
理
事
務
取
扱
規
則
と
各
自
治
体
の
条
例

を
参
考
に
し
な
が
ら
実
務
上
の
扱
い
を
勘
案
し
て
本

市
の
条
例
案
を
検
討
し
ま
し
た
。

水
道
給
水
条
例
、
病
院
診
療
条
例
な
ど
個
別
条
例

に
権
利
放
棄
の
規
定
を
追
加
し
て
い
る
自
治
体
も
あ

り
ま
す
が
、
本
市
で
は
主
に
私
債
権
を
対
象
と
し
な

が
ら
債
権
管
理
全
般
に
通
じ
る
よ
う
な
規
定
を
考
え

ま
し
た
。

権
利
放
棄
は
地
方
自
治
法
96
条
１
項
10
号
に
よ
り

【条例制定の事例】

芦屋市
芦屋市債権管理に関する条例について
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債権管理事務の効率化、ノウハウの共有を図り、連携をとりながら効果的な徴収が行
えること、また、徴収見込みのない債権の放棄等を目的として、債権管理に関する条
例を制定した。
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議
会
の
議
決
事
項
に
な
り
ま
す
が
、「
条
例
に
特
別

の
定
め
が
あ
る
場
合
」
と
し
て
条
例
で
権
利
放
棄
で

き
る
事
由
を
規
定
す
る
こ
と
で
議
決
と
同
様
の
効
果

に
な
る
よ
う
に
と
考
え
ま
し
た
。

ま
た
、
地
方
自
治
法
施
行
令
に
つ
い
て
は
、
あ
え

て
条
例
で
規
定
す
る
必
要
性
は
乏
し
い
（『
自
治
体

の
た
め
の
債
権
管
理
マ
ニ
ュ
ア
ル
』、
東
京
弁
護
士

会
編
、
ぎ
ょ
う
せ
い
、
２
４
８
頁
～
２
５
０
頁
参
照
）

と
考
え
、
地
方
自
治
法
施
行
令
を
条
例
に
引
き
写
し

損
ね
る
と
、
権
利
放
棄
の
規
定
と
合
わ
な
い
部
分
も

出
て
く
る
こ
と
か
ら
、
盛
り
込
み
ま
せ
ん
で
し
た
。

滞
納
処
分
で
き
る
債
権
は
地
方
自
治
法
２
３
１
条

の
３
第
３
項
に
よ
り
「
分
担
金
、
加
入
金
、
過
料
又

は
法
律
で
定
め
る
使
用
料
そ
の
他
の
普
通
地
方
公
共

団
体
の
歳
入
」
と
さ
れ
、
ま
た
、
同
法
２
４
０
条
は

地
方
税
、
過
料
な
ど
の
滞
納
処
分
が
で
き
る
債
権
が

除
か
れ
、
主
と
し
て
私
債
権
に
適
用
さ
れ
、
具
体
的

な
徴
収
手
続
は
、
同
法
施
行
令
１
７
１
条
か
ら

１
７
１
条
の
７
ま
で
に
規
定
さ
れ
て
い
ま
す
。

地
方
自
治
法
施
行
令
１
７
１
条
か
ら
１
７
１
条
の

５
ま
で
の
規
定
は
、
地
方
自
治
法
２
３
１
条
の
３
の

督
促
・
延
滞
金
、
滞
納
処
分
の
規
定
と
違
い
、
内
部

規
範
で
あ
り
、
自
治
体
に
対
す
る
義
務
付
け
規
定
で

す
。例

え
ば
、
地
方
自
治
法
施
行
令
１
７
１
条
の
２
は

規
定
が
な
く
て
も
強
制
執
行
し
た
効
力
は
変
わ
る
も

の
で
は
な
く
、
反
対
に
、
同
法
施
行
令
１
７
１
条
の

７
の
免
除
は
効
力
規
定
で
す
。

ま
た
、
公
債
権
、
私
債
権
を
定
義
付
け
る
こ
と
は

難
し
く
、
権
利
放
棄
規
定
に
お
い
て
私
債
権
の
特
徴

で
あ
る
時
効
の
援
用
を
踏
ま
え
て
「
消
滅
時
効
に
つ

い
て
時
効
の
援
用
を
要
し
な
い
債
権
を
除
く
」
と
し

ま
し
た
。

自
治
体
債
権
を
公
債
権
と
私
債
権
に
分
類
す
る
意

義
に
つ
い
て
は
、「
こ
れ
ら
の
最
高
裁
判
例
（
最
判

昭
59･

12･

13
公
営
住
宅
、
最
決
平
15･

10･

10
水
道
料

金
な
ど
）
と
も
併
せ
み
る
と
、
最
高
裁
は
、
公
法
上

の
債
権
と
私
法
上
の
債
権
と
に
分
類
し
て
い
る
の
で

は
な
く
、
個
々
の
場
面
ご
と
に
、
私
法
が
適
用
さ
れ

る
の
か
ど
う
か
を
判
断
し
て
い
る
よ
う
に
も
考
え
ら

れ
、
そ
う
す
る
と
あ
る
場
面
に
お
い
て
私
法
が
適
用

さ
れ
る
の
か
ど
う
か
に
つ
い
て
、
地
方
公
共
団
体
が

あ
ら
か
じ
め
規
則
や
要
綱
で
定
め
て
お
く
こ
と
は
ほ

と
ん
ど
不
可
能
で
あ
り
、
か
え
っ
て
、
本
来
回
収
す

べ
き
債
権
を
民
法
の
短
期
消
滅
時
効
期
間
の
経
過
を

も
っ
て
放
棄
し
て
し
ま
う
事
態
が
生
じ
る
こ
と
が
懸

念
さ
れ
」
ま
す
（
弁
護
士
羽
根
一
成　
『
自
治
体
法

務
研
究
』
判
例
に
学
ぶ
地
方
自
治
の
知
識
、
ぎ
ょ
う

せ
い
、
２
０
０
９
年
春
、
１
１
４
頁
～
１
１
６
頁
）。

結
局
、
公
債
権
、
私
債
権
を
条
例
で
規
定
す
る
こ

と
は
で
き
な
い
た
め
、
反
対
に
、
規
定
に
よ
っ
て
は

時
効
の
適
用
誤
り
に
よ
り
徴
収
可
能
な
債
権
を
権
利

放
棄
す
る
こ
と
に
な
り
か
ね
ま
せ
ん
。

３　

条
例
の
逐
条
解
説

（1）　

趣
旨
（
第
１
条
関
係
）

　
（
趣
旨
）

第
１
条　

こ
の
条
例
は
、
市
の
債
権
の
管
理
の

適
正
を
期
す
る
た
め
、
そ
の
管
理
に
関
す
る

事
務
処
理
に
つ
い
て
必
要
な
事
項
を
定
め
る

も
の
と
す
る
。

条
例
の
趣
旨
と
し
て
、
法
令
の
規
定
を
補
い
、
債

権
管
理
に
共
通
し
て
必
要
な
事
項
を
定
め
る
こ
と
と

し
ま
し
た
。

（2）　

定
義
（
第
２
条
関
係
）

　
（
定
義
）

第
２
条　

こ
の
条
例
に
お
い
て
「
市
の
債
権
」

と
は
、
金
銭
の
給
付
を
目
的
と
す
る
市
の
権

利
を
い
う
。

債
権
の
一
般
的
な
定
義
を
規
定
し
ま
し
た
。

地
方
自
治
法
施
行
令
１
７
１
条
の
２
（
強
制
執

行
）、
１
７
１
条
の
３
（
履
行
期
限
の
繰
上
げ
）、

１
７
１
条
の
４
（
債
権
の
申
出
等
）、
１
７
１
条
の

５
（
徴
収
停
止
）、
１
７
１
条
の
６
（
履
行
延
期
の

特
約
等
）、
１
７
１
条
の
７
（
免
除
）
の
規
定
を
条
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例
に
引
き
写
す
場
合
は
、「
市
の
債
権
」、「
市
税
等

以
外
の
債
権
」
と
し
て
定
義
を
設
け
な
け
れ
ば
後
の

私
債
権
に
お
け
る
強
制
執
行
な
ど
の
規
定
と
整
合
性

が
と
れ
ま
せ
ん
。

し
か
し
、
こ
れ
ら
の
規
定
を
条
例
に
引
き
写
さ
な

け
れ
ば
一
般
的
な
債
権
の
定
義
で
こ
と
足
り
、
地
方

自
治
法
２
４
０
条
１
項
本
文
に
な
ら
っ
た
定
義
と
し

ま
し
た
。

条
例
第
３
条
（
他
の
法
令
等
と
の
関
係
）、
第
４

条
（
市
長
の
責
務
）、
第
５
条
（
台
帳
の
整
備
）、
第

６
条
（
徴
収
計
画
）
に
つ
い
て
は
、
公
債
権
、
私
債

権
を
問
わ
ず
、
共
通
し
て
適
用
が
で
き
る
規
定
と
し

ま
し
た
。

（3）　

他
の
法
令
等
と
の
関
係
（
第
３
条
関
係
）

　
（
他
の
法
令
等
と
の
関
係
）

第
３
条　

市
の
債
権
の
管
理
に
関
す
る
事
務
の

処
理
に
つ
い
て
は
、
法
令
又
は
他
の
条
例
若

し
く
は
規
則
に
特
別
の
定
め
が
あ
る
場
合
を

除
く
ほ
か
、
こ
の
条
例
の
定
め
る
と
こ
ろ
に

よ
る
。

債
権
管
理
に
関
し
法
令
又
は
他
の
条
例
、
規
則
に

定
め
が
あ
る
場
合
を
除
き
、
こ
の
条
例
で
定
め
る
こ

と
と
し
ま
し
た
。

例
え
ば
、
地
方
自
治
法
施
行
令
１
７
１
条
の
７
に

よ
る
免
除
の
場
合
は
議
会
の
議
決
が
必
要
な
く
、
条

例
よ
り
も
優
先
さ
れ
ま
す
。

ま
た
、
災
害
援
護
資
金
貸
付
金
は
、
災
害
弔
慰
金

の
支
給
等
に
関
す
る
法
律
13
条
に
よ
り
償
還
免
除
の

要
件
が
規
定
さ
れ
、
同
条
が
条
例
よ
り
も
優
先
さ
れ

ま
す
。

母
子
及
び
寡
婦
福
祉
貸
付
金
に
お
い
て
も
災
害
援

護
資
金
貸
付
金
と
同
様
に
『
母
子
及
び
寡
婦
福
祉
法

第
12
条
（
現
行
法
で
は
15
条
）
の
規
定
に
基
づ
い
て

貸
付
金
の
償
還
を
免
除
す
る
こ
と
は
、「
権
利
の
放

棄
」
の
性
質
を
有
す
る
が
、
地
方
自
治
法
96
条
１
項

第
10
号
の
「
法
律
に
特
別
の
定
め
が
あ
る
も
の
」
に

該
当
す
る
』（
昭
44･

11･

25　

行
政
実
例
）
と
さ
れ

て
い
ま
す
の
で
、議
会
の
議
決
は
必
要
あ
り
ま
せ
ん
。

（4）　

市
長
の
責
務
（
第
４
条
関
係
）

（
市
長
の
責
務
）

第
４
条　

市
長
は
、
法
令
又
は
条
例
若
し
く
は

規
則
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
市
の
債
権

を
適
正
に
管
理
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

債
権
管
理
に
つ
い
て
は
、「
地
方
公
共
団
体
が
有

す
る
債
権
の
管
理
に
つ
い
て
定
め
る
地
方
自
治
法

２
４
０
条
、
地
方
自
治
法
施
行
令
１
７
１
条
か
ら

１
７
１
条
の
７
ま
で
の
規
定
に
よ
れ
ば
、
客
観
的
に

存
在
す
る
債
権
を
理
由
も
な
く
放
置
し
た
り
免
除
し

た
り
す
る
こ
と
は
許
さ
れ
ず
、
原
則
と
し
て
、
地
方

公
共
団
体
の
長
に
そ
の
行
使
又
は
不
行
使
に
つ
い
て

の
裁
量
は
な
い
」（
最
判
第
二　

平
成
16･

４･

23　

民
集
第
58
巻
４
号
８
９
２
頁
）
と
さ
れ
て
い
ま
す
の

で
、法
令
等
に
よ
り
徴
収
を
行
う
こ
と
は
も
と
よ
り
、

不
納
欠
損
処
理
も
含
め
て
適
正
な
債
権
管
理
を
行
う

こ
と
を
義
務
付
け
ま
し
た
。

（5）　

台
帳
の
整
備
（
第
５
条
関
係
）

　
（
台
帳
の
整
備
）

第
５
条　

市
長
は
、
市
の
債
権
を
適
正
に
管
理

す
る
た
め
、
規
則
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り

台
帳
を
整
備
す
る
も
の
と
す
る
。

条
例
制
定
の
前
に
、
標
準
的
な
台
帳
様
式
を
指
針

に
定
め
ま
し
た
が
、既
に
策
定
済
み
の
債
権
も
多
く
、

規
則
２
条
に
お
い
て
、
債
権
名
、
債
務
者
氏
名
、
住

所
、
連
絡
先
、
保
証
人
等
連
絡
先
、
納
付
状
況
、
納

付
経
過
に
つ
い
て
整
備
す
る
必
要
な
項
目
を
定
め
ま

し
た
。

（6）　

徴
収
計
画
（
第
６
条
関
係
）

　
（
徴
収
計
画
）

第
６
条　

市
長
は
、
市
の
債
権
を
計
画
的
に
徴

収
す
る
た
め
、
毎
年
度
徴
収
計
画
を
策
定
す
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る
も
の
と
す
る
。

年
度
徴
収
計
画
書
は
、
平
成
18
年
度
か
ら
決
算
委

員
会
資
料
と
し
て
議
会
に
提
出
し
て
い
ま
す
が
、
改

め
て
条
例
で
義
務
付
け
ま
し
た
。

同
計
画
書
に
は
、
過
去
５
年
間
の
滞
納
額
、
過
去

４
年
間
の
徴
収
率
と
目
標
徴
収
率
、
徴
収
困
難
で
あ

る
各
債
権
の
件
数
・
金
額
、
今
後
の
５
年
度
間
の
徴

収
目
標
額
、
段
階
別
の
件
数
・
金
額
、
高
額
滞
納
額

の
上
位
３
件
の
金
額
、
懸
案
事
項
、
前
年
度
の
取
組
、

今
後
の
取
組
を
記
載
す
る
よ
う
な
様
式
と
し
ま
し

た
。全

て
の
債
権
を
計
画
書
に
す
る
こ
と
は
、
市
全
体

の
未
収
額
が
よ
り
明
確
に
把
握
で
き
、
ま
た
、
具
体

的
な
取
組
方
法
を
記
載
す
る
こ
と
に
よ
り
、
問
題
の

把
握
、
今
後
の
適
正
な
債
権
管
理
に
資
す
る
こ
と
が

で
き
ま
す
。

ど
の
よ
う
な
困
難
事
案
が
あ
る
の
か
、
ま
た
、
段

階
別
に
件
数
、
金
額
を
記
す
こ
と
で
、
各
債
権
の
傾

向
に
つ
い
て
も
分
か
り
ま
す
。

（7）　

債
権
の
放
棄
（
第
７
条
関
係
）

　
（
債
権
の
放
棄
）

第
７
条　

市
長
は
、
市
の
債
権
（
消
滅
時
効
に

つ
い
て
時
効
の
援
用
を
要
し
な
い
債
権
を
除

く
。）
に
つ
い
て
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か

に
該
当
す
る
事
由
が
生
じ
た
と
き
は
、
当
該

債
権
の
全
部
又
は
一
部
を
放
棄
す
る
こ
と
が

で
き
る
。

（1）　

当
該
債
権
に
つ
き
消
滅
時
効
が
完
成
し
た

と
き
（
時
効
完
成
後
に
債
務
者
が
当
該
債
権

に
つ
き
一
部
を
履
行
し
た
と
き
、
そ
の
他
債

務
者
が
時
効
を
援
用
し
な
い
特
別
の
理
由
が

あ
る
と
き
を
除
く
。）。

（2）　

債
務
者
が
死
亡
し
、
そ
の
債
務
に
つ
い
て

限
定
承
認
が
あ
っ
た
場
合
に
お
い
て
、
そ
の

相
続
財
産
の
価
額
が
強
制
執
行
を
し
た
場
合

の
費
用
並
び
に
他
の
債
権
に
優
先
し
て
弁
済

を
受
け
る
債
権
及
び
本
市
以
外
の
者
の
権
利

の
金
額
の
合
計
額
を
超
え
な
い
と
見
込
ま
れ

る
と
き
。

（3）　

債
務
者
が
失
踪
、
行
方
不
明
そ
の
他
こ
れ

に
準
ず
る
事
情
に
あ
り
、
徴
収
の
見
込
み
が

な
い
と
き
。

（4）　

破
産
法
（
平
成
16
年
法
律
第
75
号
）
第

２
５
３
条
第
１
項
、
会
社
更
生
法
（
平
成
14

年
法
律
第
１
５
４
号
）
第
２
０
４
条
第
１
項

そ
の
他
の
法
令
の
規
定
に
よ
り
債
務
者
が
当

該
債
権
に
つ
き
そ
の
責
任
を
免
れ
た
と
き
。

（5）　

当
該
債
権
の
存
在
に
つ
き
法
律
上
の
争
い

が
あ
る
場
合
に
お
い
て
、
市
長
が
勝
訴
の
見

込
み
が
な
い
も
の
と
決
定
し
た
と
き
。

本
条
は
条
例
の
中
心
と
な
る
規
定
で
あ
り
、
基
本

的
に
は
、国
の
債
権
管
理
事
務
取
扱
規
則
30
条
の「
み

な
し
消
滅
」
を
「
権
利
放
棄
」
に
代
え
て
同
条
各
号

に
な
ら
い
恣
意
的
な
権
利
放
棄
に
な
ら
な
い
よ
う
、

事
由
を
限
定
し
ま
し
た
。

３
号
（
失
踪
、
行
方
不
明
）
を
追
加
し
、
法
人
消

滅
の
場
合
を
除
く
ほ
か
は
、
国
の
債
権
管
理
事
務
取

扱
規
則
30
条
各
号
と
ほ
ぼ
同
様
に
規
定
し
ま
し
た
。

最
近
の
判
例
の
動
向
を
み
る
と
簡
単
に
権
利
放
棄

す
る
こ
と
は
、
監
査
委
員
の
み
な
ら
ず
、
住
民
監
査

請
求
に
よ
り
「
怠
る
事
実
」
と
指
摘
さ
れ
、
自
治
体

の
長
に
対
す
る
損
害
賠
償
請
求
も
考
え
ら
れ
る
と
こ

ろ
で
す
。

権
利
放
棄
の
上
限
額
は
、
適
切
な
徴
収
手
続
を
行

い
、
や
む
な
く
権
利
放
棄
す
る
の
か
ど
う
か
が
問
題

で
あ
る
た
め
、
設
け
ま
せ
ん
で
し
た
。

地
方
自
治
法
、
地
方
自
治
法
施
行
令
だ
け
で
は
債

権
管
理
と
し
て
不
納
欠
損
は
行
い
に
く
く
、事
実
上
、

徴
収
見
込
み
の
な
い
債
権
を
滞
納
繰
越
す
る
だ
け
で

は
効
率
的
な
徴
収
の
妨
げ
に
な
る
こ
と
、
条
例
制
定

は
徴
収
努
力
に
消
極
的
と
受
け
止
め
ら
れ
な
い
よ
う

な
説
明
も
必
要
で
す
。

先
に
述
べ
た
よ
う
に
、
公
債
権
、
私
債
権
の
分
類

は
明
確
に
は
規
定
で
き
ま
せ
ん
。

そ
こ
で
、
本
文
に
「
消
滅
時
効
に
つ
い
て
時
効
の

援
用
を
要
し
な
い
債
権
を
除
く
」
と
す
る
こ
と
で
、

時
効
の
援
用
を
必
要
と
し
な
い
地
方
税
法
18
条
、
地
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方
自
治
法
２
３
６
条
な
ど
の
適
用
債
権
を
除
き
、
私

債
権
に
適
用
が
で
き
る
よ
う
に
規
定
し
ま
し
た
。

私
債
権
の
み
を
目
的
と
す
れ
ば
、
地
方
自
治
法

２
３
６
条
１
項
の
「
時
効
に
よ
り
消
滅
す
る
」
債
権

又
は
「
時
効
の
援
用
を
要
し
な
い
債
権
」
を
除
く
と

す
る
こ
と
に
よ
り
私
債
権
の
み
に
適
用
さ
れ
る
こ
と

に
な
る
と
考
え
ま
す
。

し
か
し
な
が
ら
、
ど
の
債
権
が
地
方
自
治
法
の
適

用
を
受
け
る
の
か
、積
極
的
に
規
定
で
き
な
い
以
上
、

こ
の
よ
う
な
規
定
に
な
る
こ
と
も
や
む
を
得
ま
せ

ん
。な

お
、
国
の
債
権
の
管
理
等
に
関
す
る
法
律
２
条

２
項
２
号
で
は
「
法
令
の
規
定
に
よ
り
滞
納
処
分
を

執
行
す
る
者
が
行
う
べ
き
事
務
」
を
除
く
こ
と
で
も

対
象
を
限
定
し
て
い
ま
す
。

国
の
債
権
管
理
事
務
取
扱
規
則
30
条
２
号
で
は
、

法
人
の
清
算
結
了
は
、「
み
な
し
消
滅
」
の
一
つ
の

事
由
と
さ
れ
て
い
ま
す
が
、
解
説
で
は
、「
法
人
の

清
算
が
結
了
す
れ
ば
法
人
格
は
消
滅
す
る
。
法
人
格

が
消
滅
し
た
以
上
、
そ
の
責
任
（
債
務
）
も
消
滅
す

る
」（『
債
権
管
理
法
講
義
』、
福
田
淳
一
編
、（
財
）

大
蔵
財
務
協
会
、
２
０
０
７
年
、
１
９
４
頁
）
と
さ

れ
、
権
利
放
棄
に
よ
ら
ず
に
不
納
欠
損
が
で
き
る
こ

と
か
ら
規
定
し
て
い
ま
せ
ん
。

条
例
７
条
１
号
に
つ
い
て
は
、
国
の
債
権
管
理
事

務
取
扱
規
則
30
条
１
号
で
は
「
時
効
の
援
用
の
見
込

み
が
あ
る
こ
と
」
を
規
定
し
て
い
ま
す
が
、
時
効
援

用
す
る
か
ど
う
か
は
債
務
者
の
意
思
の
問
題
で
あ

り
、
時
効
を
援
用
す
る
で
あ
ろ
う
こ
と
は
推
測
で
し

か
な
く
、「
時
効
の
援
用
の
見
込
み
が
あ
る
」
と
い

う
規
定
の
仕
方
は
し
て
い
ま
せ
ん
。「
そ
の
他
債
務

者
が
時
効
を
援
用
し
な
い
特
別
の
理
由
が
あ
る
と

き
」
は
、
確
認
の
意
味
で
時
効
利
益
の
放
棄
で
あ
る

一
部
履
行
、承
認
に
当
た
る
場
合
を
除
い
て
い
ま
す
。

条
例
７
条
２
号
に
つ
い
て
は
、
相
続
に
お
け
る
限

定
承
認
の
場
合
を
規
定
し
、
単
純
承
認
、
相
続
放
棄

は
民
法
の
規
定
に
従
い
処
理
す
る
た
め
、
本
条
例
で

は
「
死
亡
」
に
続
け
て
徴
収
見
込
み
が
な
い
と
い
う

事
由
に
は
し
て
い
ま
せ
ん
。

条
例
７
条
３
号
に
つ
い
て
は
、
債
務
者
が
失
踪
、

行
方
不
明
で
時
効
経
過
し
た
と
き
は
、
国
の
債
権
管

理
事
務
取
扱
規
則
30
条
１
号
で
は
時
効
が
完
成
し
た

債
権
に
含
め
て
い
ま
す
が
、
同
号
の
「
債
務
者
が
そ

の
援
用
を
す
る
見
込
が
あ
る
こ
と
」
だ
け
で
は
履
行

の
意
思
確
認
は
で
き
ま
せ
ん
。

行
方
不
明
は
時
効
援
用
の
見
込
み
が
な
く
、
時
効

を
経
過
す
る
前
に
失
踪
宣
告
さ
れ
る
例
も
あ
り
、
円

滑
な
債
権
管
理
の
た
め
権
利
放
棄
で
き
る
事
由
の
一

つ
と
し
て
別
に
追
加
し
ま
し
た
。

条
例
７
条
４
号
に
つ
い
て
は
、
国
の
債
権
管
理
事

務
取
扱
規
則
30
条
４
号
で
は
、「
免
責
に
よ
る
債
務

の
消
滅
は
、
直
ち
に
債
権
の
消
滅
を
意
味
す
る
も
の

で
は
な
い
が
、
権
利
行
使
の
実
効
性
が
な
い
か
ら
、

み
な
し
消
滅
の
整
理
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
と

し
た
」（
前
掲
『
債
権
管
理
法
講
義
』、
１
９
５
頁
）

と
さ
れ
て
お
り
、
国
の
規
則
と
同
様
に
規
定
し
ま
し

た
。会

社
更
生
法
２
０
４
条
で
免
責
さ
れ
た
債
権
は
、

「
権
利
変
換
に
よ
り
債
権
カ
ッ
ト
さ
れ
た
部
分
は
債

権
が
消
滅
し
て
し
ま
う
の
で
権
利
放
棄
の
対
象
に
な

ら
な
い
（『
自
治
体
の
た
め
の
債
権
管
理
マ
ニ
ュ
ア

ル
』、
東
京
弁
護
士
会
編
、
ぎ
ょ
う
せ
い
、

２
０
０
８
年
、
２
４
９
頁
）」
と
の
説
明
も
あ
り
ま

す
が
、
責
任
消
滅
説
（
自
然
債
務
と
し
て
債
務
は
残

る
と
す
る
も
の
）
も
あ
り
、
権
利
放
棄
の
対
象
と
し

て
問
題
な
い
と
考
え
ま
す
（『
新
版
時
効
の
管
理
』、

弁
護
士
酒
井
廣
幸
、
新
日
本
法
規
出
版
、
２
０
０
７

年
、
５
４
８
、５
４
９
頁
）。

「
そ
の
他
の
法
令
の
規
定
に
よ
り
債
務
者
が
当
該

債
権
に
つ
き
そ
の
責
任
を
免
か
れ
た
こ
と
」
で
は
、

民
事
再
生
法
に
よ
り
切
り
捨
て
ら
れ
た
債
権
に
つ
い

て
も
消
滅
す
る
、
し
な
い
の
議
論
が
あ
り
、
破
産
法
、

会
社
更
生
法
と
同
様
に
権
利
放
棄
と
し
て
扱
っ
て
良

い
と
考
え
ま
す
。

債
務
者
が
生
活
保
護
を
受
け
て
資
力
の
回
復
が
困

難
な
状
態
に
つ
い
て
は
、
地
方
自
治
法
施
行
令

１
７
１
条
の
６
、１
７
１
条
の
７
に
よ
り
10
年
間
の

管
理
を
経
て
免
除
す
べ
き
こ
と
か
ら
規
定
し
て
い
ま

せ
ん
。

地
方
自
治
法
施
行
令
１
７
１
条
の
７
と
同
様
の
規

定
で
あ
る
国
の
債
権
の
管
理
等
に
関
す
る
法
律
（
昭
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和
31
年
法
律
第
１
１
４
号
）
32
条
の
解
説
で
は
、「
貸

付
金
は
10
年
の
時
効
期
間
が
あ
り
、
10
年
を
経
過
す

る
ま
で
管
理
す
べ
き
と
し
て
も
あ
な
が
ち
、
不
当
に

長
い
期
間
と
は
い
え
な
い
」（
前
掲
『
債
権
管
理
法

講
義
』、
２
２
７
頁
）
と
さ
れ
、
自
治
体
に
お
い
て

も
国
と
同
じ
扱
い
と
す
る
こ
と
が
考
え
ら
れ
ま
す
。

（8）　

報
告
（
第
８
条
関
係
）

　
（
報
告
）

第
８
条　

市
長
は
、
前
条
の
規
定
に
よ
り
債
権

を
放
棄
し
た
と
き
は
、
規
則
で
定
め
る
と
こ

ろ
に
よ
り
議
会
に
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。

地
方
自
治
法
96
条
１
項
10
号
の
議
決
を
経
ず
に
、

条
例
を
適
用
し
て
権
利
放
棄
す
る
こ
と
か
ら
、
議
会

報
告
を
義
務
付
け
ま
し
た
。

年
度
末
に
確
定
し
、決
算
時
期
に
諸
般
報
告
と
し
、

報
告
事
項
は
、
規
則
４
条
で
債
権
の
名
称
、
債
権
の

額
、
権
利
放
棄
し
た
事
由
、
そ
の
他
必
要
な
事
項
を

記
載
す
る
こ
と
を
規
定
し
ま
し
た
。

（9）　

施
行
期
日

附　

則

こ
の
条
例
は
、
平
成
21
年
４
月
１
日
か
ら
施
行

す
る
。

不
納
欠
損
は
、
年
度
末
に
一
括
し
て
扱
う
こ
と
か

ら
、
施
行
日
を
４
月
１
日
と
し
ま
し
た
。

４　

お
わ
り
に

本
市
の
債
権
管
理
は
、
自
主
研
究
か
ら
指
針
の
策

定
、
法
的
措
置
の
拡
大
、
条
例
の
制
定
に
よ
り
、
事

由
を
限
定
し
た
権
利
放
棄
、
債
権
管
理
課
の
設
置
に

至
り
、
不
十
分
な
と
こ
ろ
は
あ
る
も
の
の
、
一
定
程

度
は
進
ん
だ
と
感
じ
ま
す
。

本
市
で
は
最
初
か
ら
債
権
管
理
の
組
織
を
作
っ
て

始
め
た
訳
で
は
な
く
、
所
管
課
と
の
ヒ
ア
リ
ン
グ
を

通
じ
て
現
状
を
把
握
し
な
が
ら
、
不
備
な
と
こ
ろ
を

補
い
な
が
ら
進
め
て
き
ま
し
た
。

平
成
19
年
に
始
め
た
当
初
は
、
地
方
自
治
法
施
行

令
を
は
じ
め
、
督
促
と
催
告
の
違
い
、
時
効
の
援
用

に
つ
い
て
も
知
ら
な
い
職
員
も
多
く
、
ま
た
、
適
用

す
る
法
律
の
複
雑
さ
に
悩
ま
さ
れ
る
こ
と
が
度
々
あ

り
ま
し
た
。

こ
の
原
稿
を
書
く
前
に
宮
崎
市
の
研
修
会
に
招
か

れ
、
特
別
滞
納
整
理
課
に
お
い
て
、
現
状
と
課
題
を

把
握
す
る
た
め
本
市
の
ヒ
ア
リ
ン
グ
シ
ー
ト
を
採
用

し
て
い
た
だ
き
、
丁
寧
な
聴
き
取
り
を
実
施
さ
れ
た

こ
と
は
大
変
光
栄
な
こ
と
と
思
う
と
同
時
に
、
改
め

て
、
本
市
に
お
い
て
も
常
に
見
直
し
が
必
要
で
あ
る

こ
と
を
感
じ
た
次
第
で
す
。

債
権
管
理
は
全
国
的
な
問
題
で
あ
り
、
一
つ
の
自

治
体
で
考
え
る
問
題
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

そ
れ
ぞ
れ
の
自
治
体
の
先
進
的
な
方
法
を
積
極
的

に
取
り
入
れ
て
活
用
し
て
い
た
だ
き
た
い
と
思
い
ま

す
。ま

た
、
自
治
体
内
部
に
お
い
て
は
事
務
の
進
め
方

は
タ
テ
割
り
に
な
ら
ず
に
、
所
管
部
署
に
ヨ
コ
串
を

刺
す
よ
う
な
形
で
一
つ
の
方
向
で
協
力
し
合
う
体
制

を
作
る
こ
と
が
何
よ
り
重
要
な
こ
と
と
感
じ
ま
す
。

債
権
管
理
は
、
あ
る
意
味
で
は
危
機
管
理
の
問
題

で
も
あ
り
、
事
前
チ
ェ
ッ
ク
と
い
う
観
点
か
ら
す
る

と
内
部
統
制
の
問
題
で
も
あ
り
、
企
画
、
法
務
部
門

の
協
力
の
も
と
に
進
め
て
い
く
政
策
法
務
の
問
題
で

あ
る
と
捉
え
て
い
ま
す
。


